
事 業 概 況 （令和６年 12月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和６年度労災保険業務機械処理の令和６年 12 月末現在における保険給付支払総額は 5,640 億円で、前年同期に比べ

て 0.2％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 2,617億円で 46.4％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 1,899億円で 33.7％を占めている。以下、休業補償給付が 13.2％、障害補償一時金が 4.0％、遺族補償一時金が 1.2％、

介護補償給付が 1.0％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が 17.1％増、二次健康診断等給付が 4.5％

増、障害補償一時金が 2.3％増、療養補償給付が 0.7％増、介護補償給付が 0.2％増、休業補償給付が同水準となっている

のに対し、葬祭料が 5.2％減、年金等給付が 1.5％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 1,939 億円で 34.4％、「建設事業」が 1,532 億円で

27.2％、「製造業」が 1,269億円で 22.5％となっている。以下、「運輸業」が 11.2％、「鉱業」が 2.5％、「林業」が 1.4％、

「船舶所有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「船舶所有者の事業」が 3.9％増、「漁業」が 3.3％増、「その他

の事業」が 1.9％増、「運輸業」が 1.5％増となっているのに対し、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 9.2％減、「鉱

業」が 5.6％減、「林業」が 3.8％減、「製造業」が 1.8％減、「建設事業」が 1.3％減となっている。（第２表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 565,016,678 100.0 0.7 564,009,538 100.0 0.2 △    

療 養 補 償 給 付 188,491,050 33.4 4.2 189,889,646 33.7 0.7

休 業 補 償 給 付 74,587,985 13.2 1.7 △    74,584,265 13.2 0.0

障 害 補 償 一 時 金 21,846,557 3.9 4.2 22,356,460 4.0 2.3

遺 族 補 償 一 時 金 6,009,882 1.1 3.9 7,040,099 1.2 17.1

葬 祭 料 1,372,020 0.2 2.4 1,300,021 0.2 5.2 △    

介 護 補 償 給 付 5,843,123 1.0 0.7 △    5,856,891 1.0 0.2

年 金 等 給 付 265,677,667 47.0 1.4 △    261,740,243 46.4 1.5 △    

二 次健 康診 断等 給付 1,188,395 0.2 11.9 1,241,913 0.2 4.5

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和5年度　5年12月末 令和6年度　6年12月末

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っているため、

　　　合計が合わない場合がある（以下、各表同じ）。



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 1,461億円で 55.8％と最も大きく、次いで障害補

償年金が 1,005億円で 38.4％、傷病補償年金が 151億円で 5.8％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 853 億円で 32.6％、「製造業」が 729 億円で 27.8％、

「その他の事業」が 577億円で 22.1％となっている。以下、「運輸業」が 11.3％、「鉱業」が 3.7％、「林業」が 1.6％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 565,016,678 100.0 0.7 564,009,538 100.0 0.2 △    

林 業 8,211,691 1.5 3.3 △    7,900,633 1.4 3.8 △    

漁 業 1,425,303 0.3 6.9 △    1,472,208 0.3 3.3

鉱 業 14,643,724 2.6 9.0 △    13,830,230 2.5 5.6 △    

建 設 事 業 155,200,660 27.5 0.2 △    153,170,186 27.2 1.3 △    

製 造 業 129,202,649 22.9 0.3 126,877,200 22.5 1.8 △    

運 輸 業 62,254,307 11.0 0.8 63,163,243 11.2 1.5

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,263,268 0.2 1.9 1,147,030 0.2 9.2 △    

そ の 他 の 事 業 190,389,890 33.7 2.7 193,928,714 34.4 1.9

船 舶 所 有 者 の 事 業 2,425,187 0.4 1.3 △    2,520,094 0.4 3.9

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和5年度　5年12月末 令和6年度　6年12月末

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

令和6年度　6年12月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 100,539,761 146,060,866 15,139,615 261,740,243 100.0

林 業 1,194,274 2,799,964 169,940 4,164,179 1.6

漁 業 248,778 765,577 13,532 1,027,887 0.4

鉱 業 927,888 7,542,510 1,125,294 9,595,692 3.7

建 設 事 業 26,414,595 53,415,746 5,500,931 85,331,272 32.6

製 造 業 35,516,639 34,683,839 2,663,454 72,863,932 27.8

運 輸 業 11,295,306 16,633,611 1,618,984 29,547,901 11.3

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
162,045 480,808 30,637 673,490 0.3

そ の 他 の 事 業 24,538,936 29,185,785 3,993,332 57,718,053 22.1

船 舶 所 有 者 の 事 業 241,300 553,026 23,512 817,837 0.3

構 成 比 38.4% 55.8% 5.8% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比



保 険 料 

 

  令和６年度労災保険業務機械処理の令和６年 12 月末現在における保険料徴収決定済額は 9,302 億円で、前年同期に比

べて 2.2％増となっている。保険料収納済額は 6,649億円で、前年同期に比べて 2.4％増となっている。また、収納率につ

いてみると 71.5％となっており、前年同期に比べて 0.2ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 4,681億円で 50.3％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,977 億円で 21.2％、「製造業」が 1,627 億円で 17.5％を占めている。以下、「運輸業」が 8.2％、「船舶所有者

の事業」が 1.5％、「林業」が 0.6％、「漁業」、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.2％とな

っている。（第４表） 

 

 

区　分　

令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度

　業　種 5年12月末 6年12月末 5年12月末 6年12月末 5年12月末 6年12月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 910,392,043 930,236,071 100.0 2.2 649,381,042 664,913,548 100.0 2.4 71.3 71.5

林 業 5,841,341 5,180,814 0.6 11.3 △  4,215,727 3,733,828 0.6 11.4 △  72.2 72.1

漁 業 2,019,062 2,044,786 0.2 1.3 1,455,281 1,468,935 0.2 0.9 72.1 71.8

鉱 業 2,583,952 2,223,742 0.2 13.9 △  1,729,188 1,460,427 0.2 15.5 △  66.9 65.7

建 設 事 業 191,648,411 197,665,833 21.2 3.1 137,452,507 142,560,253 21.4 3.7 71.7 72.1

製 造 業 163,509,572 162,662,164 17.5 0.5 △   114,359,598 113,528,347 17.1 0.7 △   69.9 69.8

運 輸 業 77,182,006 76,543,452 8.2 0.8 △   51,601,119 51,310,099 7.7 0.6 △   66.9 67.0

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,241,193 2,242,782 0.2 0.1 1,535,097 1,576,721 0.2 2.7 68.5 70.3

そ の 他 の 事 業 451,294,104 468,119,447 50.3 3.7 327,030,699 339,532,577 51.1 3.8 72.5 72.5

船舶所有者の 事業 14,072,402 13,553,049 1.5 3.7 △   10,001,824 9,742,360 1.5 2.6 △   71.1 71.9

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率


